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３月８日 東京穀物商品取引所及び関西商品取引所が２年間の試験上場の認可申請

７月１日 試験上場認可

８月８日 取引開始

２月12日
国内３つの商品取引所（東京工業品取引所、東京穀物商品取引所及び関西商品取引所）を２つの
商品取引所（東京商品取引所及び大阪堂島商品取引所）に再編
※ 米の試験市場は、大阪堂島商品取引所に集約

７月８日 大阪堂島商品取引所が米の試験上場の延長を申請

８月７日 試験上場期間の２年間の延長を認可

平成23年

平成25年

平成27年

７月１日
コメ試験上場検証特別委員会（委員長：茂野隆一 筑波大学大学院教授）が大阪堂島商品
取引所に「コメ試験上場に関する検証報告書」を手交

７月21日 大阪堂島商品取引所が米の試験上場の再延長を申請

８月７日 試験上場期間（４年間）の期限

平成18年

４月12日 東京穀物商品取引所及び関西商品取引所の試験上場の申請を不認可

１ 米の試験上場をめぐる主な動き

1



平成１５年６月 食糧法の改正

（米価格形成センターの先物取引禁止規定の廃止）

平成２３年７月 米先物取引の試験上場の申請を認可

平成２３年８月 米先物取引の試験上場の開始

平成１８年４月 米先物取引の試験上場の申請を不認可

平成２５年８月 米先物取引の試験上場の延長を認可

食料産業局長通知を発出

平成２２年４月 米の需給調整について、生産者の経営判断に よる選択制に転換

平成２７年８月 米先物取引の試験上場期間満了

平成２５年１２月 米政策の見直し

○ 需要に応じた生産を推進するため、水田活用の直接支払交付金の充実、中食・外食等のニーズに応じた生産と安定取
引の一層の推進、きめ細かい需給・価格情報、販売進捗・在庫情報の提供等の環境整備を進める。

こうした中で、定着状況をみながら、５年後を目途に、行政による生産数量目標の配分に頼らずとも、国が策定する需
給見通し等を踏まえつつ生産者や集荷業者・団体が中心となって円滑に需要に応じた生産が行える状況になるよう、行
政・生産者団体・現場が一体となって取り組む。

昭和１４年 米穀配給統制法の制定（米先物取引の禁止）

平成１４年６月 生産調整に関する研究会中間取りまとめ

○ 先物取引については、生産調整や国境措置を行っている現状では導入すべきではないが、将来において、関係業者の
価格変動リスクを軽減させる手段として、その導入の可能性を排除すべきではない。

・
・
・

（平成１６年４月施行）

（参考） 米の試験上場をめぐる主な動き

2



２ 大阪堂島商品取引所からの申請内容①
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○ 大阪堂島商品取引所が公表している申請内容は次のとおり。なお、申請に際し、これまでの取引の検証結果として、
同所が設置した「コメ試験上場検証特別委員会」（委員長：茂野隆一筑波大学大学院教授）の報告書もあわせて添付。

定款変更理由書

平成27年７月21日

大阪堂島商品取引所

平成２３年８月８日に、米穀の当業者に対する価格変動のリスクヘッジや在

庫調整の場の提供及び取引の指標となる客観的な価格の形成を目指し、米穀の

試験上場の先物取引を開始した。まもなく４年の試験上場期限を迎える。

これまでの取引の状況については、本所として客観的に検証を行うため「コ

メ試験上場検証特別委員会」（委員長：茂野隆一筑波大学大学院生命環境系教

授）を設置し、検証を行った結果、以下のような報告を得た。

現物価格の水準との著しい乖離等は生じておらず、他の上場商品と比較して

も値動きは小さい等、価格の極端な乱高下は認められていない。生産、流通の

現場に著しい支障を及ぼしているとの具体的な事実も確認されていない。

取引量については、必ずしも活況とはいえないものの、十分な取引量が見込

まれないとまでは言えない。また、現物受渡しについても、取引開始以来、中

小の卸売業者及び小売業者が、新たな米穀の調達先又は販売先として活用する

動きも見られている。

また、平成２５年８月８日の延長以降は、食料産業局長から通知された「米

の試験上場に当たっての留意事項について（平成２５年８月７日付け２５食産

１９７７号）」を踏まえた取組が進められてきた効果もあり、各々の判断要素

に適合していることが認められ、少なくとも市場の成長性がみられないと断じ

ることは出来ない。

さらに、コメの価格形成におけるマーケット・メカニズムの積極的な活用に

際し、今後、これまで以上に先物取引を活用する機会が増える可能性もあると

考えられる。

以上を踏まえれば、試験上場から本上場に移行し、取引の継続性を制度的に

確保することも考えられるが、より多くの取引参加者が必要との声もあること

を踏まえて、現時点で本上場に移行するのではなく、さらに細心の注意を払

い、試験上場期間を再延長して、価格形成、価格変動のリスクなどを検証し、

かつ、取引所として取引参加者の裾野を拡げる取組を従来にも増して行うこと

により、安定した取引を確保していくことこそ求められている。

また、近時においては、啓発活動等の成果により、取引量は増加傾向にあ

り、また、累次の商品設計の見直しの効果もあり、取引を行う当業者等から一

定の評価が寄せられ、着実に上場当初の目的の方向に歩みつつある。

以上のことから、本所の定款について、農産物市場に米穀を含める範囲変更

期間を２年間再延長（合計６年間）するための所要の変更を行うものである

が、もとより、今後とも、商品設計等については、当業者の意見を十分に聞い

た上で、不断の見直しを行い、より利用しやすい市場の実現を図っていく所存

である。

以 上



２ 大阪堂島商品取引所からの申請内容②
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変 更 現 行 備 考

第 1 章 総 則

第１条、第２条 （省 略）

(商品市場・上場商品等) 法2条、11条
第3条 １～３ （省 略）

4 農産物市場における米穀の上場期間は、取引を開始した日から
６年を経過した日までとする。ただし、６年経過前に取引を開始
している限月に限り取引を継続することができるものとする。

（以下省略）

附 則（平成27年７月21日）
平成27年７月21日開催の臨時総会において決議されたこの定款

の変更は、農林水産大臣の認可の日（平成27年 月 日）から施
行する。

第 1 章 総 則

第１条、第２条 （省 略）

(商品市場・上場商品等) 法2条、11条
第3条 １～３ （省 略）

4 農産物市場における米穀の上場期間は、取引を開始した日から
４年を経過した日までとする。ただし、４年経過前に取引を開始
している限月に限り取引を継続することができるものとする。

（以下省略）

定款一部変更
平成 27 年７月21日
大阪堂島商品取引所
下線部は変更箇所



米の先物取引の試験上場に当たっての留意事項について（抜粋）

試験上場は市場の成長性を見定める制度であり、際限なく延長を認めること

は、制度の趣旨に合致しないものと考えられる。

このため、市場をめぐる状況に特別の事情がないことを前提に、仮に米の試験

上場の再延長申請があった場合には、これまでの実績を上回るものであるかどう

か、取引参加者の多様化が図られているかどうかに加えて、過去に本上場に移

行した商品の取引水準を判断の要素とすることを基本とする。

食料産業局長から大阪堂島商品取引所に対して以下の留意事項を通知

（平成25年８月７日）

３ 米の先物取引の試験上場に当たっての留意事項について
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４ 局長通知の判断要素からみた試験上場の取引状況

※平成23年８月８日から平成25年８月７日までの試験上場期間を「前期」とし、平成25年８月８日以降の試験上場期間を「今期」とする。

局長通知上の判断要素 申請時点での状況

これまでの実績を上回るものであるか 出来高ベースでみると、
今期の総出来高は49万6,368枚（平成27年6月末時点）となっており、前期の47万
3,486枚を上回る。

また、重量ベースでみると、
今期の総取引量は3,003千トン（平成27年6月末時点）となっており、前期の1,873
千トンを上回る。

取引参加者の多様化が図られているか 取引所会員別のシェアでみると、
前期は、最上位社の占有率が68.5％（平成24年6月は86.3％）となっていたものの、
今期は、最上位社の占有率は39.3％（平成27年6月末時点）まで低下。

また、現物受渡しの参加者数でみると、
今期の参加者は132社（平成27年6月末時点）となっており、前期の62社を上回る。

過去に本上場に移行した商品の取引水準 試験上場後に本上場へ移行した商品の移行直前の出来高（直近１か月の１日平均出
来高）をみると、最も少ない「国際穀物等指数」が1,860枚、「コーヒー指数」が
1,985枚、「ロブスタコーヒー」が2,358枚となっている。

今期の移行直前の出来高（平成27年6月）は2,419枚となっており、前記の３商品を
上回る。
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（参考） 局長通知を踏まえた検証（これまでの実績①）

○ 前期（平成23年8月8日～平成25年8月7日）の出来高の推移

注１：平成23年８月については、８月８日～31日の１日平均出来高。
注２：平成25年８月については、８月１日～７日の１日平均出来高。

○ 今期（平成25年8月8日以降）の出来高の推移

注：平成25年８月については、８月８日～30日の１日平均出来高。
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前期の総出来高
473,486枚
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今期の総出来高
（6月末時点）

496,368枚
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注１：東京コメ・大阪コメ合計の重量ベースの月間取引量の推移。
注２：前期の平成23年８月については８月８日～31日、平成25年８月については８月１日～７日の出来高。
注３：今期の平成25年８月については、８月８日～30日の出来高。

○ 重量ベースでみた取引量の推移

前期（H23.8.8～H25.8.7） 今期（H25.8.8～H27.6.30）

（参考） 局長通知を踏まえた検証（これまでの実績②）
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（前期）平均68.5％ （今期）平均39.3％

68.5%

○ 最多シェアの取引参加者における取引割合の推移

注１:東京コメ・大阪コメの合計。
注２:東京コメは2月8日までは東京穀物商品取引所、2月12日以降は大阪堂島商品取引所で取引。
注３:売り・買いをそれぞれ1枚とカウント。
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注１:東京コメ・大阪コメの出来高の合計に占める割合。
注２:東京コメは2月8日までは東京穀物商品取引所、2月12日以降は大阪堂島商品取引所で取引。
注３:売り・買いをそれぞれ1枚とカウント。

前期（H23.8.8～H25.8.7） 今期（H25.8.8～H27.6.30）

最多シェアA社 最多シェアA社

○ 試験上場延長前後の取引参加者の取引割合

○ 試験上場延長前後の現物受渡参加者数

渡し方のみ 12 社

受け方のみ 36 社

両方参加 14 社

合 計 62 社

渡し方のみ 35 社

受け方のみ 66 社

両方参加 31 社

合 計 132 社

前期（H23.8.8～H25.8.7） 今期（H25.8.8～H27.6.30）

（参考） 局長通知を踏まえた検証（取引参加者の多様化）



※ 出来高は、移行認可直前１ヶ月の１日平均。 10

（参考） 過去に本上場に移行した商品の移行直前の取引水準

コメ：2,419枚（H27.6）

上場商品 出来高(枚)
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上場商品 出来高(枚)
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注１：平成23年８月８日～平成27年６月末までの期先限月の終値ベース。
注２：価格変動率（ボラティリティ）は、価格が一定期間内にどの程度変動するか、その変動率を年率換算した数値であり、

［（翌日の終値－当日の終値）÷当日の終値］の標準偏差を年率換算して算出。
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（参考）各月末時点での期先限月の終値

注１：東京コメは平成27年９月限までは茨城・栃木・千葉コシヒカリ、平成27年10月限以降は栃木・群馬あさひの夢、埼玉彩のかがやき、千
葉ふさおとめ・ふさこがね、大阪コメは平成27年９月限までは石川・福井コシヒカリ、平成27年10月限以降は滋賀・三重コシヒカリを標準
品とした取引価格。なお、東京コメの平成26年10月限（平成26年産）以降については、受渡供用品が全国の全ての産地品種銘柄に拡
大され、産地品種銘柄間の格差はない。いずれも１等、消費税抜き、運賃及び包装代を含む。

注２：期先限月とは、最終的に決済しなければならない期日が最も先となるもの。
注３：平成25年２月12日に、東京穀物商品取引所の農産物市場は、大阪堂島商品取引所（米穀）及び東京商品取引所（一般大豆、とうもろ

こし、小豆）に移管されている。

注：各月ごと最終取引日における期先限月の終値。

東京コメ
（円/玄米60kg）

大阪コメ
（円/玄米60kg）

とうもろこし
（円/1,000kg）

（参考）米と他商品の価格変動の状況

○価格の推移（期先限月の終値）

①最高終値(円) ②最低終値(円)
価格高低比率（①

/②）
価格変動率
（ボラティリティ）

東京コメ（玄米60kg） 16,500 7,250 228% 13.3

大阪コメ（玄米60kg） 18,910 9,490 199% 13.4

東京小豆（30kg） 13,210 8,700 152% 10.6

東京大豆（1,000kg） 57,710 36,610 158% 16.8

東京とうもろこし（1,000kg） 29,990 21,490 140% 18.4

東京金（1g） 5,079 3,836 132% 18.4

東京原油（1kl） 71,250 36,500 195% 25.3

東京ゴム（1kg） 375.4 175.4 214% 29.8

（単位：円/玄米60kg）

東京コメ 大阪コメ

23年産

平成23年８月 15,340 15,580

９月 14,100 14,380

10月 14,450 15,170

11月 14,610 15,380

12月 13,930 14,410

平成24年１月 14,040 14,850

２月 14,150 15,000

３月 14,150 14,910

24年産

４月 15,260 16,410

５月 15,060 15,730

６月 15,850 16,420

７月 15,960 16,270

８月 15,100 16,290

９月 14,800 15,770

10月 14,900 15,700

11月 15,120 15,180

12月 15,000 15,900

平成25年１月 15,000 15,990

２月 15,010 15,990

３月 14,710 14,620

25年産

４月 14,600 14,900

５月 14,370 14,630

６月 14,070 14,200

７月 13,510 13,970

８月 13,110 12,940

９月 12,650 12,940

10月 12,600 12,940

11月 12,490 12,690

12月 12,250 12,720

平成26年１月 12,310 12,800

２月 11,840 12,180

３月 10,670 10,960

26年産

４月 9,490 10,970

５月 9,150 10,910

６月 9,170 10,740

７月 8,410 10,260

８月 8,070 9,610

９月 7,490 9,580

10月 7,860 9,820

11月 7,990 9,880

12月 8,030 9,810

平成27年１月 8,500 9,950

２月 8,470 9,830

３月 8,490 10,250

27年産

４月 9,240 11,380

５月 9,490 11,420

６月 9,020 11,010

５ 試験上場期間中の取引状況(価格の動向)
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6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

東京コメ（期先価格） 市中現物価格 相対取引価格

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

東京コメ（納会価格） 市中現物価格 相対取引価格
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○ 先物価格（東京コメ）と市中現物価格及び相対取引価格との比較

【期先価格】

注１：相対取引価格は、食糧法第52条第1項に基づき報告を求めた、ア 全国出荷団体、イ 年間の玄米仕入数量が5,000トン以上の道県出荷団体等、ウ 年間の直接販売数量が5,000トン以上の出荷業者と卸売業者等の主食用
の相対取引契約価格（数量と価格が決定した時点を基準としている。）の全銘柄平均価格（運賃、包装代、消費税相当額を含む１等米、玄米60kgあたりの価格。）を消費税抜き価格に換算している。

注２：市中現物価格は、株式会社米穀データバンクが公表している価格（米先物市場で受渡供用品として認められている産地品種銘柄のうち、価格差が設定されておらず、最安値であるものの月間平均価格。）。
注３：先物価格（東京コメ）は、東京で受渡しが行われるコシヒカリ（茨城、栃木及び千葉県産）を標準品とした取引価格。なお、東京コメの平成26年10月限（平成26年産）以降については、受渡供用品が全国の全ての産地品種銘

柄に拡大され、産地品種銘柄間の格差はない。運賃・包装代込み、消費税抜き、１等米、玄米60kgあたりの価格。

（単位：円/玄米60kg）

23年産 24年産 25年産

26年産

【納会価格】
（単位：円/玄米60kg）

23年産 24年産 25年産

26年産

（参考）先物価格と市中現物価格・相対取引価格との比較について①
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14,000
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18,000

20,000

大阪コメ（納会価格） 市中現物価格 相対取引価格
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注１：相対取引価格は、食糧法第52条第1項に基づき報告を求めた、ア 全国出荷団体、イ 年間の玄米仕入数量が5,000トン以上の道県出荷団体等、ウ 年間の直接販売数量が5,000トン以上の出荷業者と卸売業者等の主食用
の相対取引契約価格（数量と価格が決定した時点を基準としている。）の全銘柄平均価格（運賃、包装代、消費税相当額を含む１等米、玄米60kgあたりの価格。）を消費税抜き価格に換算している。

注２：市中現物価格は、株式会社米穀データバンクが公表している価格（米先物市場で受渡供用品として認められている産地品種銘柄のうち、価格差が設定されておらず、最安値であるものの月間平均価格。）。
注３：先物価格（大阪コメ）は、大阪で受渡しが行われるコシヒカリ（石川及び福井県産）を標準品とした取引価格。運賃・包装代込み、消費税抜き、１等米、玄米60kgあたりの価格。

23年産 24年産 25年産

26年産

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

大阪コメ（期先価格） 市中現物価格 相対取引価格

23年産 24年産 25年産

26年産

○ 先物価格（大阪コメ）と市中現物価格及び相対取引価格との比較

【期先価格】
（単位：円/玄米60kg）

【納会価格】
（単位：円/玄米60kg）

（参考）先物価格と市中現物価格・相対取引価格との比較について②



東京コメ 大阪コメ

【平成27年９月限まで】 【平成27年10月限以降】 【平成27年９月限まで】 【平成27年10月限以降】

１ 標準品

（取引の対象）
コシヒカリ（茨城・栃木・千葉）

あさひの夢（栃木・群馬）

ふさこがね・ふさおとめ(千葉)

彩のかがやき（埼玉）

コシヒカリ（石川・福井） コシヒカリ（滋賀・三重）

２ 受渡供用品 水稲うるち玄米 コシヒカリ（全国）

３ 取引期間 受渡期限の到来は最長で６ヶ月先（６ヶ月以内の各月渡し）

４ 取引単位 ２００俵（１２トン）／枚 ５０俵（３トン）／枚

５ 開設期間 取引開始から４年間

注：標準品及び受渡供用品は、農産物検査法に基づく検査規格合格品。

(参考) 大阪堂島商品取引所の米の試験上場の概要
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23.3%

12.4%

8.3%
4.9%

4.5%3.7%
3.7%

3.3%

3.3%

32.6%

福島県産コシヒカリ 青森県産まっしぐら 茨城県産チヨニシキ

茨城県産コシヒカリ 栃木県産あさひの夢 福島県産チヨニシキ

青森県産つがるロマン 茨城県産あきたこまち 徳島県産コシヒカリ

その他

福島県産
コシヒカリ

青森県産
まっしぐら

44.5%

11.6%

6.7%

4.5%

3.5%

2.4%
26.7%

福島県産
コシヒカリ

新潟県産
コシヒカリ

茨城県産
コシヒカリ

青森県産まっしぐら

その他

茨城県産
チヨニシキ

栃木県産
あさひの夢

５ 試験上場期間中の取引状況（現物受渡しの動向）

○ 現物受渡しの状況
（取引開始以降の累積値）

注１：平成27年６月末までの累積値。
注２：玄米重量は１トン未満を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

【平成23年８月８日以降の累積値】
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○試験上場延長前後の現物受渡しの状況

東京コメ 大阪コメ 合計

玄米数量 2,904トン 1,371トン 4,275トン

東京コメ 大阪コメ 合計

玄米数量 3,456トン 1,591トン 5,048トン

東京コメ 大阪コメ 合計

玄米数量 6,360トン 2,962トン 9,323トン

69.5%

24.1%

6.4%

福島県産コシヒカリ 新潟県産コシヒカリ その他

福島県産
コシヒカリ

新潟県産
コシヒカリ

前期（H23.8.8～H25.8.7） 今期（H25.8.8～H27.6.30）



６ 試験上場の認可基準について

○ 商品先物取引法上、試験上場の申請があった場合は、①十分な取引量が見込まれないことに該当しないこ
と、②生産・流通に著しい支障を及ぼすおそれがあることに該当しないことに適合していると認めるときは認可
しなければならないと規定。

○ なお、本上場の申請があった場合は、①十分な取引量が見込まれること、②生産・流通を円滑にするために
必要かつ適当であることに適合していると認めるときは認可しなければならないと規定。

試験上場の認可基準

○ 商品先物取引法の認可基準

２ 生産・流通に著しい支障を及ぼす
おそれがあることに該当しない。

１ 十分な取引量が見込まれないこと
に該当しない。

国が基準不適合性を挙証する必要。
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本上場の認可基準

１ 十分な取引量が見込まれる。

２ 生産・流通を円滑にするために必
要かつ適当。

申請者が基準適合性を挙証する必要。



法律上の認可基準 具体的な判断要素 平成18年 平成23年 平成25年

１ 十分な取引量が見込ま

れないことに該当しない

こと。

（法第155条第3項第4号ｲ）

 一定程度、

・ 生産・流通構造が競争

的かどうか。

・ 現物取引に価格変動

があるかどうか。

・ 当業者のリスクヘッジ

ニーズがあるかどうか。

 平成７年の食糧法施行、

16年の計画流通制度の

廃止等により、米の生産・

流通構造は競争的で、当

業者の一定のリスクヘッ

ジニーズの存在等から、

基準に適合と判断。

 特段の事情の変化は

ない。米の流通は自由な

取引が行われている。

 当業者の利用意向は

前回に比べ増加（東穀１

６→３９、関西１２→４７）。

基準に適合と判断。

 特段の事情の変化はな

い。

ただし、仮に米の試験上

場の再延長申請があった

場合には、これまでの実績

を上回るものであるかどう

か、取引参加者の多様化

が図られているかどうかに

加えて、過去に本上場に

移行した商品の取引水準

を判断の要素とすることを

基本とする旨、あらかじめ

取引所に留意を促す。

基準に適合と判断。

２ 生産・流通に著しい支

障を及ぼすおそれがある

ことに該当しないこと。

（法第155条第3項第4号ｲ）

・ 生産・流通・価格政策

と整合的であるかどうか。

・ 一定程度当業者の利

用意向があるかどうか。

 米の先物市場の開設

は、価格維持を目的とし

た生産調整への参加を

要件とした施策の実施に

より、生産調整への参加

を半強制的に誘導してい

る当時の政策との整合性

が保てないとして、基準

不適合と判断。

 当業者の一定の利用

意向は存在。

 米政策については、戸

別所得補償制度の導入

により、価格支持政策か

ら所得政策に抜本的に転

換。米の需給調整につい

ては、メリット措置の大幅

な拡大により、生産者の

経営判断による選択制に

転換。

 当業者の利用意向は

前回に比べ増加。

基準に適合と判断。

 特段の事情の変化はな

い。

 基準に適合と判断。

(参考) これまでの米の試験上場の認可判断について
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 農林水産省では、全ての農作物を対象とし、農業経営全体の収入に着目した収入保険の導入について調査・検討を
進めていく必要があると考えており、これまで、農業者の経営データを収集するなど、収入保険の制度設計に向けて調
査・検討を進めてきたところである｡

 昨年11月からは、制度の仕組みの検証等を行う事業化調査を開始したところであり、この結果を踏まえて、制度を固め
ていくこととしている。

 収入保険制度については、現時点では具体的な内容が決まっていないところであるが、いずれにしても収入保険制度
については、農産物の販売収入に着目した制度とすることを基本として検討しているところであり、相対取引、現物市
場、先物市場といった取引の形態がどうであるかは関係がない（いずれも対象になる）と考えている。

収入保険制度との関係性について

 平成25年12月に決定された米政策の見直しにおいては、平成30年産を目途に、行政による配分に頼らずとも、生産者
等が中心となって、円滑に需要に応じた生産が行われる状況になるよう、各般の環境整備が進められているところ。

 こうした中で、米先物市場は、
① 現状、実際のコメ取引の指標として広く活用されている状況にはないものの、
② ２年前と比べて取引数量の拡大、取引業者の多様化など、徐々に定着してきているところ

 コメ政策改革を進めていく上では、複数年契約等の安定取引を拡大させていくことが重要であり、安定取引にも活用可
能な「中長期米仲介市場」のような場での取引の活性化が望まれるが、他方、先物市場は本来、公正・透明な価格情
報の発信、価格変動のリスクヘッジ機能といった利点も有しており、現在のように実際のコメ流通に大きな支障を与え
ないのであれば、コメ政策改革に悪影響を及ぼすものではないと考えている。

米政策改革との関係性について

７ 米先物取引と農政改革の関係性について
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